
インポートトレランス申請支援事業実施要領

元 生 産 第 2 1 0 6 号

令 和 ２ 年 ３ 月 3 1 日

農林水産省生産局長通知

第１ 趣旨

農林水産物・食品輸出促進対策事業実施要綱（平成28年４月１日付け27食産第5412号

農林水産事務次官依命通知。以下「実施要綱」という。）別表１の事業の種類欄の１の

（４）インポートトレランス申請支援事業（以下「本事業」という。）の実施について

は、実施要綱及び農林水産物・食品輸出促進対策事業補助金交付要綱（平成28年４月１

日付け27食産第5418号農林水産事務次官依命通知。以下「交付要綱」という。）の定め

によるほか、この要領の定めるところによるものとする。

第２ 事業内容

本事業は、次に掲げる１、２の事業とし、各事業の事業内容等はそれぞれ別記１、別

記２に定めるとおりとする。

１ 青果物に係るインポートトレランス申請支援事業

２ 茶に係るインポートトレランス申請支援事業

附 則

この要領は、令和２年４月１日から施行する。
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別記 1 

 

青果物に係るインポートトレランス申請支援事業 

 

第１ 事業内容 

事業実施主体は、「農林水産業の輸出力強化戦略」（平成 28年５月 19日農林水産

業・地域の活力創造本部策定）に沿って、次に掲げる取組のうち、輸出相手国・地域

及びコーデックス委員会（以下「輸出相手国」という。）において日本と同等の残留

農薬基準値を設定するために必要な取組を実施するものとし、残留農薬基準値を設定

するための登録申請又は変更申請（以下「申請」と総称する。）を行うために新たに

農薬成分を選定しようとする場合にあっては、１の取組は必須の取組とする。 

また、本事業実施以前に行った申請に係る取組に関連して、本事業実施期間中に追

加的に取組を行う必要がある場合には、次に掲げる取組のうち、必要なものを実施す

ることができるものとする。 

 １ 検討会の開催等 

   本事業により青果物の輸出拡大に高い効果を挙げるため、農薬製造者団体、農業

者団体、学識経験者、その他関係者等を参加者とする検討会を開催し、輸出相手国

に対し残留農薬基準値の設定の申請を行う農薬成分の選定を行うものとする。 

なお、検討会において農薬成分の選定を行うに際しては、当該農薬成分に係る残

留農薬基準値が設定されることによって輸出拡大の可能性が高まるよう、原則とし

て、輸出拡大に取り組もうとする産地等からの要望等を踏まえるものとする。 

２ 作物残留試験、先行試験データの収集等の実施等 

   農薬の作物残留試験の実施及び試験結果の分析や、本事業以外で実施された試験

データの収集等を実施し、輸出相手国への申請等に必要となる成果報告書等を取り

まとめるものとする。 

 ３ 申請書類の作成 

２で取りまとめた成果報告書等を基に、輸出相手国が求める内容の申請書類等を

作成するものとする。 

４ 輸出相手国への申請等 

輸出相手国へ残留農薬基準値の設定の申請等を行う。 

なお、事業実施期間中に申請を行えない場合には、その理由及び申請を予定する

日までの取組計画を明らかにした上で、事業終了年度の翌年度から３年以内に申請

を行うものとし、それまでの間、取組計画に基づいた取組を行うものとする。 

 

第２ 事業実施主体 

１ 実施要綱別表１の事業実施主体の欄に定める生産局長が別に定める者は、次の

（１）又は（２）に掲げる全国規模の団体とする。 

（１）農業協同組合連合会、一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人及び公益財

団法人 
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（２）法人格を有しない団体であって、生産局長が特に必要と認めるもの（以下「特

認団体」という。） 

 ２ １（２）の特認団体は、次に掲げる全ての要件を満たすものでなければならない。 

 （１）主たる事務所の定めがあること 

（２）代表者の定めがあること 

 （３）定款、組織規程、経理規定等の組織運営に関する規程があること 

 （４）事業計画、収支予算等が、総会等において承認されることとされていること 

 ３ 特認団体の申請をする団体は、事業実施計画（実施要綱第５の事業実施計画をい

う。以下同じ。）を提出する際、別紙様式第１号を併せて生産局長に提出して、そ

の承認を受けるものとする。なお、国の別の補助事業において事業実施主体となる

ことについて承認を受けている場合にあっては、その写しの提出をもって代えるこ

とができる。 

４ １（１）及び（２）に掲げる団体は、次の（１）から（６）に掲げる全ての要件

を満たす場合に限り、事業実施主体となることができるものとする。 

（１）本事業を行う意思及び具体的計画並びに本事業を的確に実施することができる

能力を有する団体であること 

（２）本事業に係る経理その他の事務について、適切な管理体制及び処理能力を有す

る団体であって、定款、役員名簿、団体の事業計画書・報告書、収支決算書等（こ

れらの定めのない団体にあっては、これに準ずるもの）を備えている団体である

こと 

（３）本事業により得られた成果（以下「事業成果」という。）について、その利用

を制限せず、公益の利用に供することを認める団体であること 

（４）日本国内に所在し、補助事業全体及び交付された補助金の適正な執行に関し、

責任を負うことができる団体であること 

（５）法人等（個人、法人及び団体をいう。）の役員等（個人である場合にあっては

その者、法人である場合にあってはその役員又は支店若しくは営業所（常時契約

を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合にあってはその代表者、

理事その他経営に実質的に関与している者をいう。）が暴力団員（暴力団員によ

る不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第６号に規

定する暴力団員をいう。）でないこと 

 

第３ 事業実施期間 

  交付決定日から当該交付決定のあった日の属する年度の３月 31日までとする。 

 

第４ 事業の成果目標 

  事業終了年度の翌年度から３年以内に、輸出相手国に対し 10 件以上の申請を行う

こと。 

    

第５ 補助対象経費の範囲等 
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補助対象経費は、本事業を実施するために直接必要な別紙１に定める経費であっ

て、本事業に係る経費として明確に区分できるもので、かつ、証拠書類により金額

等が確認できるものとする。 

なお、その経理に当たっては、別紙１に定める費目ごとに整理するとともに、他

の事業等と区別して経理を行うこととする。 

 

第６ 事業実施手続 

 １  事業実施計画書の作成等 

   事業実施計画は、公募要領第７の１（１）の規定に基づき作成した課題提案書に

基づき、別紙様式第２号により作成し、実施要綱第５の１に定める事業承認者（以

下「事業承認者」という。）に対し承認申請するものとする。別に定めるインポー

トトレランス申請支援事業公募要領により選定された補助金等交付候補者の事業

実施計画は、実施要綱第５の１に基づく事業実施計画についての生産局長の承認

を得たものとみなす。 

ただし、事業実施計画の変更（２の重要な変更に限る。）又は中止若しくは廃止

の承認申請については、交付要綱第８の規定に基づく「補助金変更等承認申請書」

の提出をもって、これに代えることができる。 

 ２ 事業実施計画書の重要な変更 

   実施要綱第５の２の食料産業局長等が別に定める重要な変更は、交付要綱別表１

の区分の（４）インポートトレランス申請支援事業の「重要な変更」の欄に掲げる

もののほか、次に掲げる変更とする。 

 （１）事業内容の中止又は廃止 

 （２）事業実施主体の変更 

 （３）事業費の 30％を超える増又は国庫補助金の増  

（４）事業費又は国庫補助金の 30％を超える減 

 

 ３ 事業の着手 

（１）事業実施主体は、原則として、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法

律（昭和 30 年法律第 179 号）第６条第１項の交付の決定（以下「交付決定」と

う。）後に事業に着手するものとする。 

ただし、実情に応じて事業の効果的な実施を図る上で緊急かつやむを得ない事

情がある場合においては、事業実施主体は、交付決定前に事業に着手することが

できるものとする。この場合においては、事業実施主体は、あらかじめ生産局長

の指導を受けた上で、その理由を明記した交付決定前着手届を別紙様式第３号に

より生産局長に提出するものとする。 

（２）（１）のただし書きにより交付決定前に事業に着手する場合にあっては、事業

実施主体は、事業の内容が的確となり、かつ補助金の交付が確実となってから、

事業に着手するものとする。 

また、この場合において、事業実施主体は、交付決定を受けるまでの期間に生
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じたあらゆる損失等は自らの責任とすることを了知の上で行うものとする。 

なお、事業実施主体は、交付決定前に事業に着手した場合には、交付要綱第３

の１の規定による申請書（以下「交付申請書」という。）の備考欄に着手年月日

及び交付決定前着手届の文書番号を記載するものとする。 

（３）生産局長は、１のただし書きによる着手については、事前にその理由等を十分

に検討して必要最小限にとどめるよう事業実施主体を指導するほか、着手後にお

いても必要な指導を十分に行うことにより、事業が適正に行われるようにするも

のとする。 

４ 事業の委託 

 （１）事業実施主体は、本事業達成のため、他の者に本事業の一部を委託して行わせ

る必要があるときは、次に掲げる事項について、あらかじめ別紙様式第２号の別

添２第７の積算内訳の「事業の委託」及び「備考」欄に記載することにより、生

産局長の承認を得るものとする。 

   ア 委託先が決定しているときは委託先名 

   イ 委託する事業の内容及びそれに要する経費 

 （２）事業実施主体は、委託に要する経費について、原則として、経済性の観点から

相見積りを取り、その中で最低価格を提示した者の見積りを積算内訳の根拠とす

るものとする。 

相見積りを取らない場合又は最低価格を提示した見積りを積算内訳としない場

合には、その理由を明らかにした理由書を提出するものとする。 

（３）事業実施主体は、委託契約書の作成に当たっては、委託内容を具体的に明記す

るとともに、原則として、当該委託契約に伴う全ての権利が事業実施主体に帰属

する旨を明記するものとする。 

（４）事業実施主体は、委託した業務が委託契約に定めたとおりに終了したことを、

委託先が作成した報告書等により確認するものとする。 

 

第７ 事業実施状況等の報告 

 １ 事業実施状況の報告 

   事業実施主体は、実施要綱第７の規定に基づき、事業実施結果に係る報告書を作

成し、事業実施年度の翌年度の４月 10日までに生産局長に提出するものとする。た

だし、農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和 31年農林水産省令第 18号）第６

条第１項の規定に基づき実績報告書を提出する場合には、同報告書の提出をもって

これに代えることができる。 

 ２ 事業成果の報告 

事業実施主体は、事業実施期間内に本事業において実施した申請が終了しなかっ

た場合には、事業の成果について、事業終了年度の翌年度から３年間（３年未満で

申請を完了した場合にはその年までの間）、毎年、別紙様式第４号により事業成果

報告書を作成し、毎会計年度終了後１か月以内に事業承認者に報告するものとす

る。 
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第８ 補助金遂行状況の報告 

交付要綱第 12 に定める補助金遂行状況の報告については、補助金の交付決定に係

る年度の 12 月末日時点における補助金遂行状況報告書を交付要綱別記様式第５号に

より作成し、翌月末日までに正副２部を交付決定者（交付要綱第３の２に規定する交

付決定者をいう。）に提出するものとする。ただし、交付要綱第 11の規定に基づき概

算払を受けようとする場合には、交付要綱別記様式第４号の概算払請求書の提出をも

って、これに代えることができる。 

 

第９ 助成 

 １ 事業実施主体が他の助成により現に実施し、又は既に実施を完了した事業につい

ては、補助対象としないものとする。 

 ２ 補助対象経費の積算等については、「補助事業の効率的な実施について」（昭和

55年４月 19日付け構改Ａ第 503号農林水産省構造改善局長、農蚕園芸局長、畜産

局長、食品流通局長通知）及び「過大積算等の不当事態の防止について」（昭和 56

年５月 19日付け 56経第 897号農林水産大臣官房長通知）によるものとする。 

 ３ 助成金の返還 

 （１）国は、本事業の実施が事業実施計画に従って適正かつ効率的に行われていない

と判断する場合において、そのことに正当な理由がなく、かつ、改善の見込みがな

いと認めるときは、既に交付された補助金の一部又は全部の返還を求めることが

できるものとする。 

 （２）（１）の返還については、自然災害等の事業実施主体の責めに帰さない事情に

より、事業実施計画に定められた取組が行われなかったことが確認できる場合に

あっては、その対象としないことができるものとする。 

 

第 10 申請できない経費 

次に掲げる経費は、本事業の実施に必要なものであっても、所要額に含めないも

のとする。 

１ 本事業に係る業務（資料の整理・収集、調査の補助等）を実施するために雇用し

た者に支払う経費のうち、労働の対価として労働時間及び日数に応じて支払う経

費以外の経費 

２ 本事業の実施期間中に発生した事故又は災害の処理のための経費 

３ 補助金の交付決定前に発生した経費 

４ 補助対象経費に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に

含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和 63年法律第 108号）

の規定により仕入れに係る消費税額として控除することができる部分の金額及び

当該金額に地方税法（昭和 25年法律第 226号）の規定による地方消費税の税率を

乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。） 

５ パソコン、デジタルカメラ等、本事業の終了後も利用可能な汎用性の高いものの
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取得に要する経費 

６ 飲食費 

７ 査証又はパスポートの取得及び傷害保険等任意保険の加入に要する経費 

８ 青果物の輸送に係る関税及び公租公課に要する経費 

９ 宿泊施設の付加サービス（ミニバー、ランドリー、電話、インターネット等）の

利用に要する経費 

10 粗品やノベルティグッズの購入経費 

11 日本国内の移動に係るタクシー経費（公共交通機関の状況等に照らし、やむを得

ない場合を除く。） 

12 他の事業と区分することができない経費 

13 本事業の実施に要した経費であることを証明できない経費 
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別紙１（第５関係） 

 

補助対象経費 

 第５に定める補助対象経費は、次の費目ごとに整理するものとする。 

 

１．補助対象経費 

費目 細目 内容 注意点 

備品費  本事業を実施するために直接

必要な試験・調査備品の経費

（ただし、リース、レンタル

を行うことが困難な場合に

限る。） 

・取得価格が 50 万円以上の

機器及び器具については、見

積書（原則３社以上とする

が、該当する設備備品を扱っ

ている販売者が２社以下の

場合はこの限りでない。）や

カタログ等を添付すること。 

・耐用年数が経過するまで

は、事業実施主体が善良なる

管理者の注意義務をもって

当該備品を管理する体制が

整っていること。 

・当該備品を別の者に使用さ

せる場合は、使用・管理につ

いて契約を交わすこと。 

事業費 通信運搬費 本事業を実施するために直接

必要な郵便代、運送代等の経

費 

・切手は物品受払簿で管理す

ること。 

 借上費 本事業を実施するために直

接必要な実験機器、調査機

器、事務機器、機械・施設

、ほ場等の借上げ経費 

対象となる機器等の借上

げを必要とする理由、期間

等について明確にした上で

実施すること。また、複数

業者による見積もり合わせ

を行うなどにより、事業費

の低減に努めること。 

 機器リース

費 

本事業を実施するために直

接必要な実験機器、調査機

器、事務機器、機械・施設

のリース料に係る経費 

リース料助成額の計算に

当たっては、以下に掲げる

算式により計算すること。 

（１）助成金の額＝リース

物件価格×（リース期

間／法定耐用年数）×

１／２以内 

（２）リース助成額＝（リ

ース物件価格－残存価

格）×１／２以内 
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リース期間中にやむを得

ずリース契約を解約するこ

とになった場合は、未経過

期間に係る助成額の全部又

は一部を国に返還するもの

とする。 

 印刷製本費 本事業を実施するために直接

必要な資料等の印刷費の経費 

・コピー使用料については、

支出単価の設定根拠となる

単価表等を添付すること。 

 資料購入費 本事業を実施するために直接

必要な図書、参考文献の経費 

・新聞、定期刊行物等、広く

一般的に定期購読されてい

るものは除く。 

 資材購入費 本事業を実施するために直接

必要な肥料、農薬、種苗、茶園

等の被覆用寒冷紗等の資材費

の経費 

・資材費の購入単価の根拠が

分かる資料を添付すること。 

 消耗品費 本事業を実施するために直接

必要な以下の経費 

・短期間（補助事業の実施期

間内）又は一度の使用によっ

て消費されその効用を失う少

額な物品の経費 

・CD-ROM等の少額な記録媒体 

・試験等に用いる少額な器具

等 

・消耗品は物品受払簿で管理

すること。 

・なお、少額とは３万円未満

とする。 

 水道光熱費 本事業を実施するために直

接必要な施設及び装置・機

械の動力源の経費 

 

 原材料費 本事業を実施するために直接

必要な試作品の加工や試験等

に必要な原材料の経費 

・原材料は物品受払簿で管理

すること。 

 使用料及び

賃借料 

本事業を実施するために直

接必要な会議室等の使用料

、冷蔵庫等の備品や車両等

の賃借料等の支払いに要す

る経費 

使用・賃借期限が１年未

満と見込まれるものに限る

。 

補助事業者が所有する会

議室において実施する場合

には、使用料を支払うこと

は認めない。 
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旅費 委員旅費 本事業を実施するために直

接必要な会議への出席又は

技術指導等を行うための旅

費として、依頼した専門家

に支払う経費 

既存の内規等に基づき、

出張伺い、報告等を整理し

、適正な経理処理を行うこ

と。内規等がない場合には

、同地域における同業種・

同規模の企業の運用を参考

とし、ルールを策定する等

合理的な運用を行うこと。 

鉄道のグリーン車等、航

空機のファースト・ビジネ

スクラスの使用の可否は、

事業実施主体の旅費規程等

に従うこと。 

必要最小限の人数で実施

し、出張報告には、いつ、

誰と、どこで、何をしたか

記載したものを提出するこ

と。 

航空賃等については、安

価なチケットの購入に努め

ること。 

専門員旅費  本事業を実施するために

直接必要な情報収集、各種

調査、技術習得等のための

旅費として係る経費 

調査旅費 本事業を実施するために直接

必要な事業実施主体が行う資

料収集、各種調査、打合せ等の

実施に必要な経費 

謝金  本事業を実施するために直

接必要な専門的知識・知見

の提供、資料・情報の収集

及び提供等を行った外部専

門家に対する謝礼に必要な

経費（各種検討会における

有識者等専門家に対する謝

金や、海外における展示会

等の際に依頼する講師への

謝金も含む。） 

 

謝金の単価の設定根拠と

なる資料を添付すること。 

謝金は源泉徴収（事業者

において預り金処理又は税

務署に納付等）を行い、当

該処理を示す資料を整理す

ること。 

事業実施主体の代表者及

び事業実施主体に従事する

者に対する謝金は認めない

。 

内規がある場合には、そ

れに基づいた支払を行うこ

と。内規がない場合には、

業務の内容に応じた常識の

範囲を超えない妥当な経費

であることを説明すること

ができる資料を準備し、根
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拠に基づき単価を設定する

ものとする。 

賃金  本事業を実施するために直

接必要な業務（資料整理・

収集、会議の運営、調査の

補助等）を目的として、事

業実施主体の構成員又は事

業実施主体が新たに雇用し

た者に対して支払う実働に

応じた対価（日給又は時間

給）に係る経費 

 

単価については、事業実

施主体の賃金支給規則や国

・県・市町村の規定による

等、業務の内容に応じた常

識の範囲を超えない妥当な

根拠に基づき設定すること

。 

賃金の単価の設定根拠と

なる資料を添付すること。 

契約書等により業務の内

容を明らかにし、補助事業

従事者別の出勤簿、作業日

誌、タイムカード等を整備

すること。また、源泉徴収

（補助事業者において預り

金処理又は税務署に納付等

）の状況を明らかにした書

類を整備すること。 

賃金の算定に当たっては

、補助事業等の実施に要す

る人件費の算定等の適正化

について」（平成22年９月

27日付け22経第960号農林水

産省大臣官房経理課長通知

）（以下「人件費の適正化

通知」という。）によるも

のとする。 

事業実施主体の代表者及

び事業実施主体に従事する

者に対する賃金は認めない

。 

委託費  事業を実施する上で特殊な

知識等を必要とする場合に

、その事業を遂行する能力

を有する第三者（専門性の

高い外部の事業者等）に本

事業の委託は、第三者に

委託することが必要かつ合

理的・効果的な業務に限る

。 

補助金の額の50％未満と
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事業の一部を委託するため

に必要な経費 

すること。 

民間企業内部で社内発注

を行う場合には、利潤を排

除した実費弁済の経費に限

る。 

ただし、事業そのもの又

は事業の実施に当たっての

基本的な方針・戦略の決定

に係る業務の委託は認めな

い。 

民間企業内部で社内発注

を行う場合には、利潤を排

除した実費弁済の経費に限

る。 

役務費  本事業を実施するために直接

必要、かつ、それだけでは本事

業の成果とは成り立たない分

析、加工等を専ら行う経費 

 

雑役務費 手数料 本事業を実施するために直接

必要な謝金等の振込手数料等 

 

 印紙費 本事業を実施するために直接

必要な委託の契約書に貼付す

る印紙の経費 

 

 申請費 輸出相手国への申請等にかか

る経費 

 

 社会保険料 本事業を実施するために直接

新たに雇用した者に支払う社

会保険料の事業主負担分の経

費 

 

 通勤費 本事業を実施するために直接

新たに雇用した者に支払う通

勤の経費 

 

 

２ 賃金については、「補助事業等の実施に要する人件費の算定等の適正化について」

（平成 22 年９月 27 日付け 22 経第 960 号農林水産省大臣官房経理課長通知）に定め

るところにより取り扱うものとする。また、委託費の中に賃金が含まれている場合も

同様の扱いとする。 

 

３ 上記に定める経費であっても、補助事業の有無にかかわらず事業実施主体で具備す

べき備品・物品等の購入及びリース・レンタルにあっては認めないものとする。 



別紙様式第１号（別記１第２関係） 

番    号 

年  月  日  

 

 

 生産局長 殿 
所  在  地 
団  体  名 
代表者の役職及び氏名      印 

 

特 認 団 体 承 認 申 請 書 

 

１ 事 業 名 

 

２ 団体の名称 

 

３ 主たる事務所の所在地 

 

４ 代表者の役職名及び氏名 

 

５ 設立年月日 

 

６ 事業年度（ 月～ 月） 

 

７ 構成員 

名称 所在地 
代表者 

氏名 

大企業・中

小 

企業の別 

従業 

員数 
資本金 品目 

生産 

都道府県 

年間 

販売額 

主要 

事業 
備考 

 

 

          

   

（注１）生産者団体等については、これに準じた様式とすること。 

（注２）構成員が多数の場合、これを別様とすることができる。 

（注３）生産都道府県について、北海道の場合は振興局単位で記入すること。 

 

８ 設立目的 

 

９ 事業実施計画の内容 

（注）当該団体の当該事業年度における事業実施計画の内容（申請する活動を含む。）を記入すること。 

 

10 特記すべき事項 

 

11 添付書類 

（１）定款、組織規程、経理規程等の組織運営に関する規程（又はこれに準ずるもの）、

総会等で承認されている直近の事業計画、収支予算等 

（２）新たに設立された団体については、設立に関する関係者の協議・調整等の経緯

を示す書類（設立総会資料、設立総会議事録等） 



（３）その他参考資料 



 

 

別紙様式第２号（別記１第６関係） 

  

                                                                  番     号 

                                                                  年 月 日 

 

 生産局長 殿 

 

                            所  在  地            

                              団  体  名            

                             代表者の役職及び氏名           印 

  

  

「青果物に係るインポートトレランス申請支援事業」事業実施計画の 

承認（変更、中止又は廃止の承認）申請について 

 

  農林水産物・食品輸出促進対策事業実施要綱（平成 28年４月１日付け 27食産第 5412

号農林水産事務次官依命通知）第５の１（注１）の規定に基づき、関係書類（注２）を

添えて、承認（変更、中止、廃止の承認）を申請する。 

 

 （変更の理由） 

   ○○○○○○○○○○（注３） 

 （中止、廃止の理由） 

   ○○○○○○○○○○（注４） 

 

（注１）変更、中止又は廃止の承認申請の場合には、「第５の２」とすること。 

（注２）関係書類として別添１及び別添２を添付すること。 

（注３）変更承認申請の場合には、事業の変更の理由を記載し、承認通知があった事業

実施計画からの変更部分を朱書きにて記入すること。ただし、事業内容のうち当

該変更の対象外となるものについては省略すること。 

（注４）中止又は廃止の場合には、事業の中止又は廃止の理由を記載すること。 

（注５）事業実施状況報告書として本様式を用いる場合には、件名を「青果物に係るイ

ンポートトレランス申請支援事業」事業実施計画の実施状況の報告について」と

し、別添２に実績を記載すること。 
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別添１ 

 

１．事業実施主体の概要 

（１）事業実施主体の名称 

（注）ふりがなを付すこと。 

 

 

（２）主たる事務所の所在地 

 

 

（３）代表者の役職名及び氏名 

（注）ふりがなを付すこと。 

 

 

（４）設立目的 

 

 

 

 

（５）設立年月日及び事業年度（ 月～ 月） 

 

 

 

（６）直近の収支予算及び収支決算 

 

 

 

（７）主たる業務の内容 

 

 

 

 

 

（８）事業実施体制（事業実施、経理その他管理体制） 

（注）補助事業を実施する能力、補助事業に係る経理その他の事務を行うための適切な管理

体制及び処理能力を有する内容を示すこと。なお、記入内容は別葉とすることができる。 
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（９）事業担当者連絡先 

① 役職名及び氏名 

 

 

② 郵便番号及び住所 

 

 

③ 電話番号及び FAX番号 

 

 

④ Eメールアドレス 

 

 

 

２ 事業実施内容 

  別添２のとおり。 
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別添２  

 

活動内容 

 

第１ 事業の実施方針 

 

（注）現状と課題、事業の目的、目的達成に向けた取組手法等について記述すること。 

 

第２ 成果目標 

 

（注）実施要領に定める成果目標を踏まえ成果目標を設定すること。 

（注）参考のため、成果目標の根拠を示す文書を本様式に添付すること。 

 

第３ 事業実施スケジュール等 

（１）事業の全体スケジュール 

実施時期 実施内容 

年 月  

  

  

  

  

 

（２）事業完了予定年月日 

 

 

 

第４ インポートトレランス申請等を実施する輸出先国等・対象品目等 

（１）申請等一覧  

番号 輸出先国等 対象品目 農薬成分 備考 

①     

②     

③     

④     

⑤     

⑥     

⑦     

⑧     
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⑨     

⑩     

（注１）番号ごとに、（２）にその選定理由を記入すること。 

（注２）行は適宜追加して記入すること。 

（注３）実績報告時には決定として報告すること。 

 

（２）選定理由 

番号 選定理由等 

①  

②  

③  

④  

⑤  

⑥  

⑦  

⑧  

⑨  

⑩  

（注１）（１）の番号ごとに、選定理由を記入すること。 

（注２）行は適宜追加して記入すること。 

 

第５ 事業の内容 

１ 検討会の開催 

（１）検討会の内容 

開催時期 

(年月日) 
開催場所 会議の内容 

   

（注１）複数回開催する場合は、行を追加すること。 

（注２）会議の内容には、会議において議論するテーマを記入すること。 

 

（２）検討会の構成員 

構成員 
備考 

氏名 所属・役職 

   

   

   

   

   

（注）構成の異なる会議を行う場合は会議ごとに記載すること。 
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２ 作物残留試験、先行試験データの収集等の実施の内容 

番号 
実施時期 

(年月日) 
具体的な内容 

①   

②   

③   

④   

⑤   

⑥   

⑦   

⑧   

⑨   

⑩   

（注）第４（１）で記載したとおりの順とする。 

 

３ 申請書類の作成  

番号 
実施時期 

(年月日) 
具体的な内容 

①   

②   

③   

④   

⑤   

⑥   

⑦   

⑧   

⑨   

⑩   

（注）第４（１）で記載したとおりの順とする。 

 

４ 輸出相手先国等への登録申請等  

番号 
実施時期 

(年月日) 
備考 

①   
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②   

③   

④   

⑤   

⑥   

⑦   

⑧   

⑨   

⑩   

 （注）第４（１）で記載したとおりの順とする。 

 

第６ 実施体制 

 

 

 

（注）事業担当者の氏名及び役割、過去の類似事業の経験、本取組を委託する場合の委託先との関係等を記載

すること。 

 

第７．積算内訳(実績報告の際には「経費内訳」とする。)                 

取組項目 事業費 

負 担 区 分（円） 事業の委託 

(1)委託先 

(2)委託する

事業の内容 

備  考 国庫補

助金 

自己負

担金 
その他 

１．検討会の開催 

 

 

 

 

 

    ○○○費 

単価×数量、員数等=△△△

円 

 

２．作物残留試験 

 

 

  

 

   

 

 

○○○費 

単価×数量、員数等=△△△

円 

 

３．残留農薬分

析 

 

 

     ○○○費 

単価×数量、員数等=△△△

円 
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４．先行試験の

データの収集 

 

      

５．申請書類の

作成 

 

      

６．輸出相手国

への設定申請等 

 

      

 

    計       

（注１）備考欄には、区分欄に掲げる経費の根拠(経費内容、単価、数量、員数等)を詳細に記入すること。 

なお、備考については、別葉とすることができる。 

（注２）各経費については、実施要領別表１、２の補助対象経費の範囲を参考とすること。 

（注３）事業の一部を委託する場合には、それに要する経費を記入すること。 

（注４）旅費については、旅費を使用する者の内訳が分かるように記入すること（別葉可）。 

（注５）仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「減額した金額」と、当該税額がな

い場合には「該当なし」と、当該税額が明らかでない場合には「含税額」と、それぞれ計の備考欄に記

入すること。 

 

特記事項 

 

添付資料 

（１）人件費、謝金及び賃金については、その単価の根拠資料を添付すること。 

（２）事業費の自己負担金の構成員別負担額及び負担割合（％）を記した資料（様式：任意）を添付

すること。 

（３）事業の一部を委託する場合には、その相見積り、委託契約書（案）を添付すること。また、見

積りを取っていない場合又は最低価格を提示した者の見積もりを積算内訳の根拠としない場合

には、その理由を明らかにした資料を添付すること。 

（４）必要に応じて資料を添付すること。 
 

 

 



 

 

別紙様式第３号（別記１第６関係） 

 

番   号 

年 月 日 

 

  （事業承認者） 殿 

 

所  在  地 

団  体  名 

代  表  者           印 

 

 

「青果物に係るインポートトレランス申請支援事業」の交付決定前着手届 

 

事業実施計画に基づく本事業について、交付決定前に着手することとしたいので、インポ

ートトレランス申請支援事業実施要領（平成◯年◯月◯日付け◯生産第◯号農林水産省生

産局長通知）別記１の第６に基づき、下記条件を了承の上、提出する。 

 

記 

 

１ 交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変の事由によって実施した事業に損失を生

じた場合、これらの損失は、補助事業者が負担すること。 

 

２ 交付決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合において

も、異議がないこと。 

 

３ 当該事業については、着手から交付決定を受けるまでの期間内においては、計画変更

は行わないこと。 

 

別添 

事業内容 事業費 
着手予定 

年月日 

完了予定 

年月日 
理 由 

     

 



別紙様式第４号（別記１第７関係） 

 

番     号  

年  月  日  

 

 

生産局長 殿 

 

                       所  在  地      

                       団  体  名      

                       代表者の役職及び氏名       印 

 

 

 

「青果物に係るインポートトレランス申請支援事業」に係る事業成果の報告につ

いて 

 

 

 インポートトレランス申請支援事業実施要領（平成◯年◯月◯日付け◯生産第◯号農林

水産省生産局長通知）別記１の第７に基づき、関係書類を添えて報告します。 

 

 

（注）関係書類として別添２を添付すること。 
 



別記２

茶に係るインポートトレランス申請支援事業

第１ 事業内容

事業実施主体は、「農林水産業の輸出力強化戦略（平成28年５月19日農林水産業・地

域の活力創造本部策定）」に沿って、次に掲げる取組のうち、輸出相手国・地域及びコ

ーデックス委員会（以下「輸出相手国」という。）において日本と同等の残留農薬基準

値を設定するために必要な取組を実施するものとし、残留農薬基準値を設定するため

の登録申請又は変更申請（以下「申請」と総称する。）を行うために新たな農薬成分を

選定しようとする場合にあっては、１の取組は必須の取組とする。

また、本事業実施以前に行った申請に係る取組に関連して、本事業実施期間中に追

加的に取組を行う必要がある場合には、次に掲げる取組のうち、必要なものを実施す

ることができるものとする。

１ 検討会等の開催

事業実施主体は、本事業の取組を円滑かつ効果的に進めていくため、茶業関係団体、

検査等機関、試験研究機関、学識経験者、都府県、普及センター、市町村、その他関

係者等を招集した検討会や、取組の成果を広く波及させるための報告会等を開催する

こととする。

２ 作物残留試験及び残留農薬の分析

事業実施主体は、輸出相手国への申請等に必要となる農薬の作物残留試験及び残留

農薬の分析や、本事業以外で実施された試験データの収集等を実施し、輸出相手国へ

の申請等に必要となる成果報告書等を取りまとめるものとする。

３ 申請書類の作成及び相手国への設定申請

事業実施主体は、輸出相手国が求める内容の申請書類等を作成し、申請を行うもの

とする。ただし、事業実施期間中に申請を行えない場合には、その理由及び申請を予

定する日までの取組計画を明らかにした上で、事業終了年度の翌年度から３年以内に

申請等を行うものとし、それまでの間、取組計画に基づいた取組を行うものとする。

第２ 事業実施主体

１ 事業実施主体は次に掲げるとおりとする。

（１）地方公共団体

（２）民間団体

２ 民間団体は、次に掲げる事項の全てを満たす場合に限り、事業実施主体になること

ができるものとする。

（１）主たる事務所の定めがあること。

（２）代表者の定めがあること。

（３）定款、組織規程、経理規程等の組織運営に関する規程があること。

（４）事業計画、収支予算等が、総会等において承認されることとされていること。



（５）本事業を行う意思及び具体的な計画並びに本事業を的確に実施することができる

能力を有する団体であること。

（６）本事業に係る経理その他の事務について、適切な管理体制及び処理能力を有する

団体であって、定款、役員名簿、団体の事業計画書・報告書、収支決算書等（これ

らの定めのない団体にあっては、これに準ずるもの）を備えている団体であること。

（７）本事業により得られた成果（以下「事業成果」という。）について、その利用を制

限せずに、公益の利用に供することを認める団体であること。

（８）日本国内に所在し、補助事業全体及び交付された補助金の適正な執行に関し、責

任を負うことができる団体であること。

（９）法人等（個人、法人及び団体をいう。）の役員等（個人である場合にあってはその

者、法人である場合にあってはその役員、又は支店若しくは営業所（常時契約を締

結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合にあってはその代表者、理事その

他経営に実質的に関与している者をいう。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為

の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員を

いう。）でないこと。

第３ 事業実施期間

交付決定日から当該交付決定のあった日の属する年度の３月31日までとする。

第４ 補助率

補助率は定額とする。

第５ 事業計画の承認

生産局長は、実施要綱第５により事業実施主体から提出された事業実施計画書が、次

に掲げる全ての事項を満たす場合に承認するものとする。なお、別に定めるインポート

トレランス申請支援事業公募要領により選定された補助金等交付候補者の事業実施計画

は、実施要綱第５の１に基づく事業実施計画についての生産局長の承認を得たものとみ

なすものとする。

１ 取組の内容が、事業の趣旨に合致したものであること。

２ 事業終了年度の翌年度から３年以内に、輸出相手国に対し１剤（成分）以上の申請

を行うことを成果目標として掲げていること。

第６ 指導監督

生産局長は、本事業の適正な推進が図られるよう、事業実施主体に対し適切な管理運

営や利用が行われるよう指導するとともに、事業実施後の管理運営・利用状況及び事業

効果の把握に努めるものとし、関係書類の整備等において適切な措置を講じるよう、事

業実施主体を十分に指導監督するものとする。

第７ 補助対象経費の範囲等



補助対象経費は、本事業を実施するために直接必要な別紙１に定める経費のうち、本

事業に係る経費として明確に区分でき、かつ、証拠書類により金額等を確認できるもの

とする。

なお、その経理に当たっては、別紙１に定める費目ごとに整理するとともに、他の事

業等と区別して経理を行うこととする。

第８ 助成

１ 事業実施主体が自力若しくは他の助成により実施中又は既に完了している事業につ

いては、補助対象としないものとする。

２ 補助対象経費の積算等については、「補助事業の効率的な実施について」（昭和55年

４月19日付け構改Ａ第503号農林水産省構造改善局長、農蚕園芸局長、畜産局長、食品

流通局長通知）及び「過大積算等の不当事態の防止について」（昭和56年５月19日付け

56経第897号農林水産大臣官房長通知）によるものとする。

３ 助成金の返還

（１）国は、本事業が事業実施計画に従って適正かつ効率的に実施されていないと判断

する場合において、そのことに正当な理由がなく、かつ、改善の見込みがないと認

めるときは、既に交付された補助金の一部又は全部の返還を求めることができるも

のとする。

（２）（１）の返還については、自然災害等の事業実施主体の責めに帰さない事情により、

事業実施計画に定められた取組が行われなかったことが確認できる場合にあって

は、その対象としないことができるものとする。

第９ 事業実施手続

１ 事業実施計画書の作成及び承認

事業実施計画は、別紙様式２により作成し、実施要綱第５の１に定める事業承認者

に対し別紙様式１により承認申請するものとする。ただし、事業実施計画の変更（２

の重要な変更に限る。）又は中止若しくは廃止の承認申請については、交付要綱第８の

規定に基づく「補助金変更等承認申請書」の提出をもって、これに代えることができ

る。

２ 事業実施計画書の重要な変更

実施要綱第５の２の食料産業局長等が別に定める重要な変更は、交付要綱別表１の

区分１の（４）インポートトレランス申請支援事業の項の「重要な変更」の欄に掲げ

るもののほか、次に掲げる変更とする。

（１）事業の中止又は廃止

（２）事業実施主体の変更

（３）事業費の30％を超える増又は国庫補助金の増

（４）事業費又は国庫補助金の30％を超える減

３ 事業の着手

（１）事業実施主体は、原則として交付決定後に事業に着手するものとする。ただし、



地域の実情に応じて事業の効果的な実施を図る上で緊急かつやむを得ない事情があ

る場合においては、事業実施主体は、交付決定前に事業に着手することができるも

のとする。この場合においては、事業実施主体は、あらかじめ生産局長の指導を受

けた上で、その理由を明記した交付決定前着手届を別紙様式第３号により生産局長

に提出するものとする。

（２）（１）のただし書きにより交付決定前に事業に着手する場合にあっては、事業実施

主体は、事業の内容が的確となり、かつ補助金の交付が確実となってから、事業に

着手するものとする。

また、この場合において、事業実施主体は、交付決定を受けるまでの期間に生じ

たあらゆる損失等は自らの責任とすることを了知の上で行うものとする。

なお、事業実施主体は、交付決定前に事業に着手した場合には、交付要綱第３の

１の規定による申請書（以下「交付申請書」という。）の備考欄に着手年月日及び交

付決定前着手届の文書番号を記載するものとする。

（３）生産局長は、１のただし書きによる着手については、事前にその理由等を十分に

検討して必要最小限にとどめるよう事業実施主体を指導するほか、着手後において

も必要な指導を十分に行うことにより、事業が適正に行われるようにするものとす

る。

第10 事業実施状況の報告

１ 事業実施状況の報告

事業実施主体は、実施要綱第７の規定に基づき、事業実施計画に準じて事業実施結

果に係る報告書を作成し、事業終了後速やかに、かつ、遅くとも事業実施年度の翌年

度の４月10日までに、事業承認者に提出するものとする。ただし、農林畜水産業関係

補助金等交付規則（昭和31年農林水産省令第18号）第６条第１項の規定に基づき実績

報告書を提出する場合には、同報告書の提出をもってこれに代えることができる。

２ 事業成果の報告

事業実施主体は、事業実施期間内に本事業において実施した申請が終了しなかった

場合には、事業の成果について、事業終了年度の翌年度から３年間（３年未満で申請

を完了した場合にはその年までの間）、毎年、別紙様式４により事業成果報告書を作成

し、毎会計年度終了後１か月以内に事業承認者に報告するものとする。

第11 補助金遂行状況の報告

交付要綱第12に定める補助金遂行状況の報告については、補助金の交付決定に係る

年度の12月末日時点における補助金遂行状況報告書を交付要綱別記様式第５号により

作成し、翌月末日までに正副２部を交付決定者（交付要綱第３の２に規定する交付決

定者をいう。）に提出するものとする。ただし、交付要綱第11の規定に基づき概算払を

受けようとする場合には、交付要綱別記様式第４号の概算払請求書の提出をもって、

これに代えることができる。



第12 申請できない経費

次に掲げる経費は、本事業の実施に必要なものであっても、所要額に含めないもの

とする。

１ 本事業に係る業務（資料の整理・収集、調査の補助等）を実施するために雇用した

者に支払う経費のうち、労働の対価として労働時間及び日数に応じて支払う経費以外

の経費

２ 本事業の実施期間中に発生した事故又は災害の処理のための経費

３ 補助金の交付決定前に発生した経費

４ 補助対象経費に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含

まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）の規定

により仕入れに係る消費税額として控除することができる部分の金額及び当該金額に

地方税法（昭和25年法律第226号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の

合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。）

５ パソコン、デジタルカメラ等、本事業の終了後も利用可能な汎用性の高いものの取

得に要する経費

６ 飲食費

７ 査証又はパスポートの取得及び傷害保険等任意保険の加入に要する経費

８ 茶の輸送に係る関税及び公租公課に要する経費

９ 宿泊施設の付加サービス（ミニバー、ランドリー、電話、インターネット等）の利

用に要する経費

10 粗品やノベルティグッズの購入経費

11 日本国内の移動に係るタクシー経費（公共交通機関の状況等に照らし、やむを得な

い場合を除く。）

12 他の事業と区分することができない経費

13 本事業の実施に要した経費であることを証明できない経費



 

 

別紙１（第７関係） 

 

補助対象経費 

 第７に定める補助対象経費は、次の費目ごとに整理するものとする。 

 

１．補助対象経費 

費目 細目 内容 注意点 

備品費  本事業を実施するために直接

必要な試験・調査備品の経費

（ただし、リース、レンタル

を行うことが困難な場合に

限る。） 

・取得価格が 50 万円以上の

機器及び器具については、見

積書（原則３社以上とする

が、該当する設備備品を扱っ

ている販売者が２社以下の

場合はこの限りでない。）や

カタログ等を添付すること。 

・耐用年数が経過するまで

は、事業実施主体が善良なる

管理者の注意義務をもって

当該備品を管理する体制が

整っていること。 

・当該備品を別の者に使用さ

せる場合は、使用・管理につ

いて契約を交わすこと。 

事業費 通信運搬費 本事業を実施するために直接

必要な郵便代、運送代等の経

費 

・切手は物品受払簿で管理す

ること。 

 借上費 本事業を実施するために直

接必要な実験機器、調査機

器、事務機器、機械・施設

、ほ場等の借上げ経費 

対象となる機器等の借上

げを必要とする理由、期間

等について明確にした上で

実施すること。また、複数

業者による見積もり合わせ

を行うなどにより、事業費

の低減に努めること。 

 機器リース

費 

本事業を実施するために直

接必要な実験機器、調査機

器、事務機器、機械・施設

のリース料に係る経費 

リース料助成額の計算に

当たっては、以下に掲げる

算式により計算すること。 

（１）助成金の額＝リース

物件価格×（リース期

間／法定耐用年数）×

１／２以内 

（２）リース助成額＝（リ

ース物件価格－残存価

格）×１／２以内 



 

 

リース期間中にやむを得

ずリース契約を解約するこ

とになった場合は、未経過

期間に係る助成額の全部又

は一部を国に返還するもの

とする。 

 印刷製本費 本事業を実施するために直接

必要な資料等の印刷費の経費 

・コピー使用料については、

支出単価の設定根拠となる

単価表等を添付すること。 

 資料購入費 本事業を実施するために直接

必要な図書、参考文献の経費 

・新聞、定期刊行物等、広く

一般的に定期購読されてい

るものは除く。 

 資材購入費 本事業を実施するために直接

必要な肥料、農薬、種苗、茶園

等の被覆用寒冷紗等の資材費

の経費 

・資材費の購入単価の根拠が

分かる資料を添付すること。 

 消耗品費 本事業を実施するために直接

必要な以下の経費 

・短期間（補助事業の実施期

間内）又は一度の使用によっ

て消費されその効用を失う少

額な物品の経費 

・CD-ROM等の少額な記録媒体 

・試験等に用いる少額な器具

等 

・消耗品は物品受払簿で管理

すること。 

・なお、少額とは３万円未満

とする。 

 水道光熱費 本事業を実施するために直

接必要な施設及び装置・機

械の動力源の経費 

 

 原材料費 本事業を実施するために直接

必要な試作品の加工や試験等

に必要な原材料の経費 

・原材料は物品受払簿で管理

すること。 

 使用料及び

賃借料 

本事業を実施するために直

接必要な会議室等の使用料

、冷蔵庫等の備品や車両等

の賃借料等の支払いに要す

る経費 

使用・賃借期限が１年未

満と見込まれるものに限る

。 

補助事業者が所有する会

議室において実施する場合

には、使用料を支払うこと

は認めない。 



 

 

旅費 委員旅費 本事業を実施するために直

接必要な会議への出席又は

技術指導等を行うための旅

費として、依頼した専門家

に支払う経費 

既存の内規等に基づき、

出張伺い、報告等を整理し

、適正な経理処理を行うこ

と。内規等がない場合には

、同地域における同業種・

同規模の企業の運用を参考

とし、ルールを策定する等

合理的な運用を行うこと。 

鉄道のグリーン車等、航

空機のファースト・ビジネ

スクラスの使用の可否は、

事業実施主体の旅費規程等

に従うこと。 

必要最小限の人数で実施

し、出張報告には、いつ、

誰と、どこで、何をしたか

記載したものを提出するこ

と。 

航空賃等については、安

価なチケットの購入に努め

ること。 

専門員旅費  本事業を実施するために

直接必要な情報収集、各種

調査、技術習得等のための

旅費として係る経費 

調査旅費 本事業を実施するために直

接必要な事業実施主体が行う

資料収集、各種調査、打合せ等

の実施に必要な経費 

 費用弁償 会計年度任用職員（パート

タイム）に対して地方公共団

体が支払う通勤に係る費用 

改正法による改正後の地

方公務員法第二十二条の二

第一項第一号に規定する会

計年度任用職員を対象とす

る。 

本事業に係る業務指示を

受けた会計年度任用職員の

氏名・所属等について、各事

業実施計画に明記すること。 

費用弁償の単価の設定根

拠となる資料を添付するこ

と。 

謝金  本事業を実施するために直

接必要な専門的知識・知見

の提供、資料・情報の収集

及び提供等を行った外部専

門家に対する謝礼に必要な

経費（各種検討会における

有識者等専門家に対する謝

金や、海外における展示会

謝金の単価の設定根拠と

なる資料を添付すること。 

謝金は源泉徴収（事業者

において預り金処理又は税

務署に納付等）を行い、当

該処理を示す資料を整理す

ること。 

事業実施主体の代表者及



 

 

等の際に依頼する講師への

謝金も含む。） 

 

び事業実施主体に従事する

者に対する謝金は認めない

。 

内規がある場合には、そ

れに基づいた支払を行うこ

と。内規がない場合には、

業務の内容に応じた常識の

範囲を超えない妥当な経費

であることを説明すること

ができる資料を準備し、根

拠に基づき単価を設定する

ものとする。 

賃金  本事業を実施するために直

接必要な業務（資料整理・

収集、会議の運営、調査の

補助等）を目的として、事

業実施主体の構成員又は事

業実施主体が新たに雇用し

た者に対して支払う実働に

応じた対価（日給又は時間

給）に係る経費 

 

単価については、事業実

施主体の賃金支給規則や国

・県・市町村の規定による

等、業務の内容に応じた常

識の範囲を超えない妥当な

根拠に基づき設定すること

。 

賃金の単価の設定根拠と

なる資料を添付すること。 

契約書等により業務の内

容を明らかにし、補助事業

従事者別の出勤簿、作業日

誌、タイムカード等を整備

すること。また、源泉徴収

（補助事業者において預り

金処理又は税務署に納付等

）の状況を明らかにした書

類を整備すること。 

賃金の算定に当たっては

、補助事業等の実施に要す

る人件費の算定等の適正化

について」（平成22年９月

27日付け22経第960号農林水

産省大臣官房経理課長通知

）（以下「人件費の適正化

通知」という。）によるも

のとする。 



 

 

事業実施主体の代表者及

び事業実施主体に従事する

者に対する賃金は認めない

。 

給与  会計年度任用職員（フルタ

イム）に対して地方公共団体

が支払う給与 

「地方公務員法及び地方

自治法の一部を改正する法

律（平成29年５月17日法律

第29号。以下「改正法」と

いう。）」による改正後の

地方公務員法第二十二条の

二第一項第二号に規定する

会計年度任用職員を対象と

する。 

給与については、「補助

事業等の実施に要する人件

費の算定等の適正化につい

て（平成22年９月27日付け

22経第960号農林水産省大臣

官房経理課長通知）」に定

めるところにより取り扱う

ものとする。 

給与の単価の設定根拠と

なる資料を添付すること。 

本事業に係る業務指示を

受けた会計年度任用職員の

氏名・所属等について、各

事業実施計画に明記するこ

と。 

実働に応じた対価以外の

有給休暇や各種手当は認め

ない。 

報酬  会計年度任用職員（パート

タイム）に対して地方公共団

体が支払う報酬 

改正法による改正後の地

方公務員法第二十二条の二

第一項第一号に規定する会

計年度任用職員を対象とす

る。 

報酬については、「補助



 

 

事業等の実施に要する人件

費の算定等の適正化につい

て（平成22年９月27日付け

22経第960号農林水産省大臣

官房経理課長通知）」に定

めるところにより取り扱う

ものとする。 

報酬の単価の設定根拠と

なる資料を添付すること。 

本事業に係る業務指示を

受けた会計年度任用職員の

氏名・所属等について、各

事業実施計画に明記するこ

と。 

実働に応じた対価以外の

有給休暇や各種手当は認め

ない。 

職員手当  会計年度任用職員（フルタ

イム）に対して地方公共団体

が支払う時間外勤務手当、宿

日直手当、休日勤務手当、夜

間勤務手当、通勤手当、期末

手当、特殊勤務手当、地域手

当、初任給調整手当、へき地

手当 

会計年度任用職員（パート

タイム）に対して地方公共団

体が支払う期末手当 

改正法による改正後の地

方公務員法第二十二条の二

第一項第一号及び第二号に

規定する会計年度任用職員

を対象とする。 

職員手当等の単価の設定

根拠となる資料を添付する

こと。 

本事業に係る業務指示を

受けた会計年度任用職員の

氏名・所属等について、各

事業実施計画に明記するこ

と。 

実働に応じた対価以外の

有給休暇や各種手当は認め

ない。 

委託費  事業を実施する上で特殊な

知識等を必要とする場合に

、その事業を遂行する能力

を有する第三者（専門性の

高い外部の事業者等）に本

事業の一部を委託するため

事業の委託は、第三者に

委託することが必要かつ合

理的・効果的な業務に限る

。 

補助金の額の50％未満と

すること。 



 

 

に必要な経費 民間企業内部で社内発注

を行う場合には、利潤を排

除した実費弁済の経費に限

る。 

ただし、事業そのもの又

は事業の実施に当たっての

基本的な方針・戦略の決定

に係る業務の委託は認めな

い。 

民間企業内部で社内発注

を行う場合には、利潤を排

除した実費弁済の経費に限

る。 

役務費  本事業を実施するために直接

必要、かつ、それだけでは本事

業の成果とは成り立たない分

析、加工等を専ら行う経費 

 

雑役務費 手数料 本事業を実施するために直接

必要な謝金等の振込手数料等 

 

 印紙費 本事業を実施するために直接

必要な委託の契約書に貼付す

る印紙の経費 

 

 申請費 輸出相手国への申請等にかか

る経費 

 

 社会保険料 本事業を実施するために直接

新たに雇用した者に支払う社

会保険料の事業主負担分の経

費 

 

 通勤費 本事業を実施するために直接

新たに雇用した者に支払う通

勤の経費 

 

 

２ 賃金については、「補助事業等の実施に要する人件費の算定等の適正化について」

（平成 22 年９月 27 日付け 22 経第 960 号農林水産省大臣官房経理課長通知）に定め

るところにより取り扱うものとする。また、委託費の中に賃金が含まれている場合も

同様の扱いとする。 

 

３ 上記に定める経費であっても、補助事業の有無にかかわらず事業実施主体で具備す

べき備品・物品等の購入及びリース・レンタルにあっては認めないものとする。 

 



 

 

（別紙様式１）（別記２第９の１関係） 

 

                                                                  番     号 

                                                                  年 月 日 

 

 （事業承認者） 殿 

 

                            所  在  地            

                              団  体  名            

                               代表者の役職及び氏名           印 

  

 

 

インポートトレランス申請支援事業実施計画の承認（変更、中止又は廃止の承認） 

申請について 

  

  農林水産物・食品輸出促進対策事業実施要綱（平成 28年４月１日付け 27食産第 5412号

農林水産事務次官依命通知）第５の１（注１）の規定に基づき、関係書類（注２）を添えて、

承認（変更、中止又は廃止の承認）を申請する。 

 

 （変更の理由） 

   ○○○○○○○○○○（注３） 

 （中止、廃止の理由） 

   ○○○○○○○○○○（注４） 

 

 

（注１） 変更、中止、廃止の承認申請の場合は、「第５の２」とすること。 

（注２） 関係書類として事業実施計画書（別紙様式２）を添付すること。 

（注３） 変更承認申請の場合には、事業の変更の理由を記載し、承認通知があった事業実

施計画の事業の内容等と容易に比較対照できるよう、事業実施計画の変更部分を二

段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記入すること。ただし、事業内容のうち当

該変更の対象外となるものについては省略すること。 

（注４） 中止又は廃止の場合には、事業の中止又は廃止の理由を記載すること。 

（注５） 事業実施結果報告書として本様式を用いる場合には、件名を「インポートトレラ

ンス申請支援事業実施計画の実施結果の報告について」とし、別紙様式２には、実

績を記載すること。 



 

 

（別紙様式２）（別記２第９の１関係） 

 

 

 

インポートトレランス申請支援事業 

(変更)事業実施計画書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 実 施 年 度： 令和   年度           

事業実施主体名：                   

都府県名・市町村名：                   

 

 



 

 

第１ 事業の目的 

 

 

注：本事業の実施に当たり、「事業実施の目的」、「事業実施の必要性」、「申請・登録を予定する相手国名」、「期待される効果」等について、具体的に記入すること。 

 

第２ 事業計画総括表 

 １ 事業概要等 

事業概要 
事業量 

(薬剤数、回数、面積等) 
事業費（円） 

負担区分（円） 
補助率 備考 

国庫補助金 自己負担 その他 

作物残留試験      定額  

残留農薬分析      定額  

申請書類の作成      定額  

相手国への設定申請      定額  

検討会等の開催      定額  

管理運営費      定額  

合計        

    注１：「備考」欄には、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円、うち国費○○円」と、当該税額がない場合には「該当なし」 

と、当該税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記載するとともに、当該税額を減額した場合には合計欄の備考欄に合計額（「除税額○○○円、うち

国費○○円」）を記載すること。 

 

２ 事業完了予定（又は完了）    年   月   日 

 

 

 



 

 

第３ 成果目標 

薬剤名（成分名） 
事業終了年度 

（  年度） 
翌年度 

（  年度） 

翌々年度 

（  年度） 
目標年度 

（  年度） 備考 

      

      

      

申請件数      

 注１：適宜行を追加して記入すること。 

  ２：各年度の取組内容（作物残留試験○例、申請書類の作成、相手国への申請等）を記入すること。 

  ３：対象とする薬剤（成分）が未定の場合は「未定」と記載し、備考欄に今後の決定方法や時期について記載すること。 

  ４：「備考」欄には、申請を予定する相手国名を記載すること。 

 

第４ 事業の内容 

 １ 事業全体のスケジュール（○○年度） 

事業の実施時期 取組の内容 

月  

月  

月  

月  

月  

 注：適宜行を追加して記入すること。 



 

 

２ 検討会等の開催 

（１）検討会等の構成 

検討会等の名称 

構 成 員 

備考 

氏名 所属・役職 

 

   

   

   

   

注：適宜行を追加して記入すること。 

 

 

（２）検討会等の内容 

開催時期 開催場所 招集範囲 検討内容 備考 

月     

月     

月     

月     

月     

注１：適宜行を追加して記入すること。 

注２：「招集範囲」欄には、検討会の構成員以外の者が参加する場合には、その者の所属や氏名も併せて記入すること。 

 



 

 

３ 事業実施経費 

事業内容 費目 細目 
単価（円） 

① 

員数（人数、回数等） 

② 

合計（円） 

（①×②） 
備考 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

計       

総計       

注１：「備考」欄には、単価、員数等の根拠（資料名）を具体的に記載すること。 

 ２：適宜、行を追加して記入すること。 

 

 

 

 



 

 

第５ 事業実施体制 

申請者 

（事業代表者） 

氏名  

所属機関  

職名  

所在地 〒 

電話番号  

ＦＡＸ  

過去の類似事業の実績  

事務担当者 

氏名  

所属機関  

職名  

所在地 〒 

会計に関する知見・知識  

注１：事業実施体制が分かる図を添付すること。 

 ２：過去の類似事業の実績の欄には、事業名、実施時期及び概要を記入すること。 

 

 

 

 

 



 

 

第６ 経費の配分及び負担区分 

区分 
事業費（円） 

①＋②＋③ 

負担区分（円） 
備考 

国庫負担金 ① 自己負担 ② その他 ③ 

      

      

合計      

注：「備考」欄には、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円、うち国費○○円」を、当該税額がない場合には「該当なし」と、当該

税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記載するとともに、当該税額を減額した場合には合計欄の備考欄に合計額（「除税額○○○円、うち国費○○円」）を記

載すること。 

 

第７ 収支予算（又は精算） 

 １ 収入の部 

区分 
本年度予算額 

（又は本年度精算額） 

前年度予算額 

（又は本年度予算額） 

比較増減 
備考 

増 減 

１ 国庫補助金 

２ 自己資金 

３ その他 

 

 

 

 

 

 

円 円 

 

合計      

 

 ２ 支出の部 

区分 
本年度予算額 

（又は本年度精算額） 

前年度予算額 

（又は本年度予算額） 

比較増減 
備考 

増 減 

   
円 円 

 

      

合計      

 注：「備考」欄には、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円、うち国費○○円」を、当該税額がない場合には「該当なし」と、当該

税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記載するとともに、当該税額を減額した場合には合計欄の備考欄に合計額（「除税額○○○円、うち国費○○円」）を記

載すること。 



別紙様式３（別記２第９の３関係） 

                                                                  番      号 

                                                                  年 月 日 

 

 生産局長 殿 

 

                            所  在  地            

                              団  体  名            

                               代表者の役職及び氏名           印 

 

 

インポートトレランス申請支援事業に係る交付決定前着手届 

 

 

 事業実施計画に基づく本事業について、交付決定前に着手することとしたいので、インポ

ートトレランス申請支援事業実施要領（令和２年４月１日付け○生産第○○号農林水産省生

産局長通知）別記２第９の３に基づき、下記条件を了承の上、提出します。 

 

記 

 

１ 交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した事業に損失を生

じた場合、これらの損失は、補助事業者が負担すること。 

 

２ 交付決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合において

も、異議がないこと。 

 

３ 当該事業については、着手から交付決定を受ける期間内においては、計画変更は行わな

いこと。 

 

別添 

事業内容 事業費 着手予定 

年月日 

完了予定 

年月日 

理由 

     

 



 

 

別紙様式４（別記２第 10の２関係） 

番     号  

年  月  日  

 

（事業承認者） 殿 

 

                       所  在  地      

                       団  体  名      

                       代表者の役職及び氏名       印 

 

 

インポートトレランス申請支援事業に係る事業成果報告書 

 

  インポートトレランス申請支援事業実施要領（令和２年４月１日付け○生産第○○

号）別記２第 10の２の規定に基づき、下記により報告します。 

 

記 

 

１ 事業実施主体名 
  所在地 
  担当者名及び役職 
  電話番号 
  メールアドレス 
 
２ 事業費実績           円（うち国費          円） 

※事業費の詳細について参考様式①を作成し添付すること 

 

３ 成果目標に対する取組 

成果目標の内容 
目標値 

（○○年度） 

実績値 

（○○年度） 
備考 

    

※取組の実績について、参考様式②を作成し添付すること 

 

５ 評価 

  Ａ（計画以上の進捗）、Ｂ（計画どおりの進捗）、Ｃ（計画以下の進捗） 

 

６ 所見（評価Ｃの場合の改善点等） 

 

７ その他、取組の成果として示せるものがある場合は任意様式により添付すること 



 

 

（参考様式①） 

 

事業費の収支精算 

 

単位：円 

支出の分 収入の分 
備考 

費目 事業費 国庫補助金 自己負担 その他 

      

      

      

      

      

      

      

合計      

 

 

 

 



 

 

（参考様式②） 

 

インポートトレランス申請支援事業の取組 

 

申請相手国名 薬剤名（成分名） 
事業終了年度 

(○○年度) 

翌年度 

(○○年度) 

翌々年度 

 (○○年度) 

目標年度 

(○○年度) 

      

      

      

      

      

      

 注：各薬剤（成分名）ごとに、当該年度中の進捗状況（「作残試験実施」、「残留農薬分析実施」、「申請書の作成を実施」、「相手国への申請を実

施」、「相手国への登録が完了」等）を記載。 

 

 

 

 




